
  板倉区  針

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ☑ 有 □ 無

２　対象地区の課題

板倉区

針

0.0

13.5

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　集落内の中心経営体は高齢化や兼業のため、規模拡大が期待できない農業者が多く、集約・集積が進まない。
　今後は、昭和４０年代～５０年代初めにかけて、３０アール区画で基盤整備された耕地に付帯する農道や水路の維持
や補修に経費負担が掛かってくると見込まれるので、引き続き、多面的機能支払交付金を活用しながら、維持管理を
行っていきたい。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　今後は、集落内の中心経営体で経営意欲のある農業者や、集落外の入り作の中心経営体である B などに農地を集
約・集積していく。
　新規の農地の貸借が出てきた場合も、中心経営体への集約を第一に貸借契約を進める。

46.1

15.1

6.6

8.3

0.2

13.5

上越市 針 平成24年4月 令和3年1月

80.7

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月
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  板倉区  針

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

到達 基本構想水準到達者

308.4 46.2

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 11 254.3 32.7

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11 認就 K 園芸 0.5 0.2 園芸 1.0 0.5

10
申請
予定

J 水稲 1.8 1.8 水稲 1.8 1.8

9
申請
予定

I 水稲 2.5 1.2 水稲 2.5 1.2

8 認農 H 水稲 4.2 3.3 水稲 6.0 5.0

7 認農 G 水稲 1.0 1.0 水稲 1.0 1.0

6 認農 F 水稲 1.9 1.9 水稲 3.0 3.0

5 認農 E 水稲 9.5 9.0 水稲 12.0 10.0

4
申請
予定

D 水稲 3.2 2.8 水稲 2.0 1.5

3 認農 C 水稲 3.5 1.9 水稲 3.5 1.9

水稲
大豆

75.6 0.3

2
認農
法

B 水稲 150.6 9.3

1
認農
法

A
水稲
大豆

75.6 0.3

水稲 200.0 20.0

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)
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  板倉区  針

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ計  0.0 0.0 0.0

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　農家組合長が相談を受けた場合は、近隣で耕作している中心経営体に相談する。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　地区内では未だ再圃場整備の機運が高まっていないが、今後、中心経営体から大区画化の要望が出てきた場合
は、地区内の農地所有者の間で話合いを進めていきたい。
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  板倉区  米増

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ☑ 有 □ 無

２　対象地区の課題

板倉区

米増

0.0

9.5

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　
　現在、集落内の担い手は一人であり、規模拡大にも限界があることから、入り作の認定農業者等を受け入れていかざ
るを得ない。

　昭和５０年代初めに３０アール区画で基盤整備された耕地に付帯する農道や水路の維持・補修に経費負担が掛かっ
てくると見込まれるので、引き続き、多面的機能支払交付金を活用しながら、維持管理を行っていきたい。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　農地利用は、集落内の担い手を優先していくが、現状は一人のため規模拡大にも限界があることから、入り作の認定
農業者等にも農地を集約していくことで、集落内の農地を守っていきたい。

8.7

4.2

2.3

1.9

0.0

9.5

上越市 米増 平成24年4月 令和3年1月

16.4

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月
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  板倉区  米増

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

到達 基本構想水準到達者

289.2 13.3

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 4 231.4 3.8

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10

9

8

7

6

5

4 認農 D 水稲 4.6 2.6 水稲 7.0 4.5

3 認農法 C
水稲
そば

24.0 0.0
水稲
そば

30.0 3.0

水稲 200.0 5.0

2 認農法 B
水稲
園芸

52.2 0.8

1 認農法 A 水稲 150.6 0.4

水稲 52.2 0.8

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)
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  板倉区  米増

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ計  0.0 0.0 0.0

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　農家組合長が相談を受けた場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　集落内では未だ再圃場整備の機運が高まっていないが、今後、担い手から大区画化の要望が出てきた場合は、
農地所有者の間で話合いを進めていきたい。
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  板倉区  中之宮

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ☑ 有 □ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

5.1

0.8

0.1

0.7

0.0

2.9

上越市 中之宮 平成24年4月 令和3年1月

9.4

0.0

2.9

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　現在、集落内に担い手はおらず、入り作の認定農業者等を受け入れていかざるを得ない。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　農地利用は、入り作の認定農業者等に農地を集約していくことで、集落内の農地を守っていきたい。

板倉区

中之宮
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  板倉区  中之宮

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲 200.0 5.0

2 認農法 B
水稲
そば

24.0 0.0

1 認農法 A 水稲 150.6 3.1

水稲
そば

30.0 1.0

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

230.0 6.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 2 174.6 3.1

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。
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  板倉区  中之宮

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　農家組合長が相談を受けた場合は、中心経営体に相談する。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　集落内は、昭和５０年代半ばに１０ａ区画の圃場整備が完了している。
　今後、中心経営体から大区画化の要望が出てきた場合は、農地所有者の間で話合いを進めていきたい。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9
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  板倉区  釜塚

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ☑ 有 □ 無

２　対象地区の課題

板倉区

釜塚

0.0

4.2

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　現在、集落内の担い手はいずれも兼業であり、規模拡大が見込めない。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　今後、集落内の兼業の担い手が退職したときは、優先的に農地を集約していく。

　集落内の担い手だけで対応できない農地については、板倉区内で大規模に営農を行っている A を受け入れて、集落
内の農地を守っていきたい。

6.2

2.1

1.0

1.1

0.0

4.2

上越市 釜塚 平成24年4月 令和3年1月

11.0

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月
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  板倉区  釜塚

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

到達 基本構想水準到達者

204.1 6.5

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 4 153.5 2.3

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10

9

8

7

6

5

4
申請
予定

D 水稲 0.6 0.5 水稲 1.1 1.0

3
申請
予定

C 水稲 0.7 0.7 水稲 1.0 1.0

水稲 200.0 3.0

2
申請
予定

B 水稲 1.6 1.1

1 認農法 A 水稲 150.6 0.0

水稲 2.0 1.5

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

2/3



  板倉区  釜塚

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ計  0.0 0.0 0.0

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　農家組合長が相談を受けた場合は、中心経営体に相談する。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　集落内は、昭和５０年代半ばから後半にかけて、１０ａ区画の圃場整備が完了している。

3/3



  板倉区  不動新田

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ☑ 有 □ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

7.2

2.3

0.0

2.3

0.0

2.5

上越市 不動新田 平成24年4月 令和3年1月

13.9

0.0

2.5

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　現在、集落内の担い手は兼業のため、規模拡大が見込めない。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　今後、集落内の兼業の担い手が退職したときは、優先的に農地を集約していく。

　集落内の担い手だけで対応できない農地については、板倉区内で大規模に営農を行っている A に貸し付けて、集落
内の農地を守っていきたい。

板倉区

不動新田

1/3



  板倉区  不動新田

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲 200.0 3.0

2 認農 B
水稲
そば

4.0 1.0

1 認農法 A 水稲 150.6 1.1

水稲
そば

4.0 1.0

4

3
申請
予定

C
水稲
そば

2.4 1.9
水稲
そば

3.0 2.5

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

207.0 6.5

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 3 157.0 4.0

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

2/3



  板倉区  不動新田

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　農家組合長が相談を受けた場合は、中心経営体に相談する。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　集落内は、昭和５０年代から６０年代にかけて、１５ａ区画の圃場整備が完了している。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9

3/3



  板倉区  菰立

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ☑ 有 □ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

17.0

7.6

1.0

6.6

0.0

0.5

上越市 菰立 平成24年4月 令和3年1月

33.3

0.0

0.5

一部整備済　10ha

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　耕作条件の悪い農地が多く、農地の受け手がいない。

　中山間地域直接支払交付金事業に取り組むことで、必要最低限の農地を何とか守っている。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金の対象農地で、現在の耕作者が高齢化等で耕作継続が困難な農地は、板倉区内で大
規模に営農を行っている A に貸し付けて、集落内の農地を守っていきたい。

板倉区

菰立

1/3



  板倉区  菰立

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲 200.0 2.0

2 認農 B 水稲 4.0 3.0

1 認農法 A 水稲 150.6 1.5

水稲 4.0 3.0

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

204.0 5.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 2 154.6 4.5

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。
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  板倉区  菰立

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　飯喰沢や東貝屋の一部で基盤整備実施済みだが、それ以外は未整備である。
　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9

3/3



  板倉区  下・西久々野

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

19.2

8.7

2.2

5.7

0.8

0.2

上越市 下久々野、
西久々野 平成24年4月 令和3年1月

38.1

0.0

0.2

13.1 一部整備済

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　
　現在、集落内の農業者で中山間地域直接支払交付金事業や多面的機能支払交付金事業に取り組むことで、何とか
営農を継続しているが、今後高齢化の進展により、遊休農地が出てくる可能性がある。

　農作業の共同化を目指して、西久々野を含めて有志で組織化について話し合っているが、いまだ具体的な進展がな
い。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金の対象農地で、現在の耕作者が高齢化等で耕作継続が困難
になった場合は、集落内の農業者への貸し付けを第一とする。
　また、受け手となる組織を早急に立ち上げたい。

板倉区

下・西久々野

1/3



  板倉区  下・西久々野

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲 1.0 0.7

2 認農 B 水稲 1.5 1.5

1 認就 A 水稲 0.7 0.5

水稲 1.5 1.5

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

2.5 2.2

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 2 2.2 2.0

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

2/3



  板倉区  下・西久々野

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9

3/3



  板倉区  上久々野・柄山

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ☑ 有 □ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

19.1

5.6

0.6

5.0

0.0

1.0

上越市 上久々野・柄山 平成25年2月 令和3年1月

35.9

0.0

1.0

8.1 一部整備済

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　 耕作条件の悪い農地が多く、２中心経営体以外の農地の受け手がいない。

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金を活用することで、何とか耕作を継続しているが、今後は高齢
化の進展により、遊休農地の増加が懸念される。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金の対象農地は、最低限守るべき農地と位置付けて、現在の耕
作者が高齢化等で耕作が困難になった場合は、中心経営体への貸し付けを第一としつつも、それだけでは足りない場
合は入り作の農業者も受け入れていきたい。

板倉区

上久々野・柄山

1/3



  板倉区  上久々野・柄山

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲 3.0 2.8

2 集 B そば 7.1 6.4

1 認農 A 水稲 2.6 2.4

そば 8.0 7.0

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

11.0 9.8

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 2 9.7 8.8

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。
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  板倉区  上久々野・柄山

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　そばの特産化を進めていく。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9
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  板倉区  猿供養寺

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

11.6

5.3

0.7

4.6

0.0

0.0

上越市 猿供養寺 平成24年4月 令和3年1月

22.8

0.0

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　耕作条件の悪い農地が多く、農地の受け手がいない。

　集落内で、中心経営体となりうる担い手がいない。

　中山間地域直接支払交付金事業を活用することで、何とか耕作を継続しているが、今後は高齢化の進展により、遊休
農地の発生・増加が懸念される。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金の対象農地は、最低限守るべき農地と位置付けて、現在の耕作者が高齢化等で耕作が
困難になった場合は、隣接集落等の入り作を希望する認定農業者や認定新規就農者の受け入れを促進していく。

板倉区

猿供養寺
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  板倉区  猿供養寺

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

0.0 0.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 0 0.0 0.0

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。
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  板倉区  猿供養寺

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9
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  板倉区  東山寺

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

板倉区

東山寺

0.0

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　耕作条件の悪い農地が多く、農地の受け手がいない。

　集落内で、中心経営体となりうる担い手がいない。

　中山間地域直接支払交付金事業を活用することで、何とか耕作を継続しているが、今後は高齢化の進展により、遊休
農地の発生・増加が懸念される。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金の対象農地は、最低限守るべき農地と位置付けて、現在の耕作者が高齢化等で耕作が
困難になった場合は、隣接集落等の入り作を希望する認定農業者や認定新規就農者の受け入れを促進していく。

5.9

3.1

0.4

2.7

0.0

0.0

上越市 東山寺 平成24年4月 令和3年1月

10.4

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月
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  板倉区  東山寺

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

到達 基本構想水準到達者

0.0 0.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 0 0.0 0.0

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)
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  板倉区  東山寺

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ計  0.0 0.0 0.0

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。
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  板倉区  機織

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

1.5

0.9

0.0

0.9

0.0

0.0

上越市 機織 平成24年4月 令和3年1月

2.9

0.0

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　耕作条件の悪い農地が多く、農地の受け手がいない。

　集落内で、中心経営体となりうる担い手がいない。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　担い手不足のため、隣接集落等の入り作を希望する認定農業者や認定新規就農者の受け入れを促進していく。

板倉区

機織
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  板倉区  機織

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

0.0 0.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 0 0.0 0.0

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。
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  板倉区  機織

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9
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  板倉区  国川

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

14.6

9.0

1.9

6.0

1.1

2.7

上越市 国川 平成24年4月 令和3年1月

28.0

0.0

2.7

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　中心経営体のほとんどが、集落外からの入り作であり、今後そうした中心経営体への集積が進んでいくと思われる。

　基盤整備から４０年以上が経過し、今後、水路や農道の維持補修に経費がかかることが課題である。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　新規の農地の貸借が出てきた場合は、中心経営体への集約を第一に貸借契約を進める。

板倉区

国川
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  板倉区  国川

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲
そば

10.0 1.5

2
認農
法

B 水稲 150.6 2.6

1 認農 A
水稲
そば

9.1 1.3

水稲 200.0 3.0

4
申請
予定

D 水稲 1.5 1.4 水稲 2.1 2.0

3 認農 C
水稲
そば

5.9 3.4
水稲
そば

6.5 3.7

6 認農 F 水稲 15.6 1.2 水稲 20.0 2.0

5 認農 E
水稲
そば

3.8 0.5
水稲
そば

3.8 0.5

8

7 認農 G 水稲 182.8 0.6 水稲 200.0 1.0

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

442.4 13.7

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 7 369.3 11.0

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。
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  板倉区  国川

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　農家組合長が相談を受けた場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　地区内では未だ再圃場整備の機運が高まっていないが、今後、中心経営体から大区画化の要望が出てきた場合
は、地区内の農地所有者の間で話合いを進めていきたい。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0 0.0

10

9
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  板倉区  栗沢

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

板倉区

栗沢

0.0

1.1

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　耕作条件の悪い農地が多く、新たな受け手がいない。

　中山間地域直接支払交付金事業や多面的機能支払交付金制度に取り組むことで、必要最低限の農地を何とか守っ
ている状態である。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金の対象農地で、現在の耕作者が高齢化等で耕作継続が困難
になった場合は中心経営体への貸し付けを第一として、集落内の農地を守っていきたい。

9.9

5.8

3.9

1.9

0.0

1.1

上越市 栗沢 平成24年4月 令和3年1月

17.0

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月
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  板倉区  栗沢

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

到達 基本構想水準到達者

35.4 8.9

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 8 32.4 7.8

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10

9

8 認農 H
水稲
そば

2.2 0.8
水稲
そば

2.2 0.8

7 認農 G 水稲 3.5 1.5 水稲 3.5 1.5

6 認農 F 水稲 2.5 0.2 水稲 3.0 0.5

5 認農 E
水稲
花き

4.9 0.2
水稲
花き

6.0 0.5

4 認農 D 水稲 4.2 2.2 水稲 5.0 2.5

3 認農 C 水稲 5.9 0.8 水稲 6.5 1.0

水稲
園芸

3.1 1.7

2 認農 B
水稲
園芸

6.1 0.4

1 その他 A
水稲
園芸

3.1 1.7

水稲
園芸

6.1 0.4

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)
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  板倉区  栗沢

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ計  0.0 0.0 0.0

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。
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  板倉区  下筒方

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

板倉区

下筒方

0.0

0.6

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　条件の悪い農地が多く、他の地域からの入り作による担い手の確保が難しい。

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金を活用して、何とか耕作を継続しているのが実情である。

　現在、現役で耕作している農業者が高齢化により、リタイヤした後をどうするかが課題である。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金の対象農地で、現在の耕作者が高齢化等で耕作継続が困難
になった場合は、中心経営体への貸し付けを第一として、集落内の農地を守っていきたい。

22.1

12.3

0.8

11.1

0.4

0.6

上越市 下筒方 平成24年12月 令和3年1月

32.2

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月
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  板倉区  下筒方

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

到達 基本構想水準到達者

21.5 4.5

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 3 19.2 3.9

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3 認農 C 水稲 4.2 0.8 水稲 5.0 1.0

水稲
そば

10.0 3.0

2 認農 B
水稲
そば

5.9 0.3

1 認農 A
水稲
そば

9.1 2.8

水稲
そば

6.5 0.5

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)
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  板倉区  下筒方

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ計  0.0 0.0 0.0

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　転作で取り組んだそばを特産化していく。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　今後、農家負担のある基盤整備は見込めない状況であり、中山間地に特化した農家負担のない基盤整備のメ
ニューができない限り、新たな基盤整備の取り組みは困難である。
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  板倉区  達野

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ☑ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ☑ 無

２　対象地区の課題

板倉区

達野

0.0

0.0

11.6

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

　集落内では、大規模に農地を借り受けて、耕作する担い手がいない。

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金を活用することで、何とか耕作を継続できているが、今後は高
齢化の進展により、遊休農地の増加が懸念される。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　中山間地域直接支払交付金や多面的機能支払交付金の対象農地で、現在の耕作者が高齢化等で耕作の継続が困
難になった場合は、集落内の農業者への貸し付けを第一としつつも、入り作の農業者も受け入れて、集落内の農地を
守っていきたい。

5.2

3.3

0.0

3.3

0.0

0.0

上越市 達野 平成24年4月 令和3年1月

10.1

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月
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  板倉区  達野

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

その他 集落の担い手であるが、認定農業者の申請は予定していない。

到達 基本構想水準到達者

3.0 3.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 1 3.0 3.0

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

そば 3.0 3.0

2

1 集 A そば 3.0 3.0

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)
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  板倉区  達野

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ計  0.0 0.0 0.0

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

　転作で取り組んだ「そば」を引き続き作付けして、特産化していく。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

　相対がほとんどであり、特に決まっていない。
　農地中間管理機構を利用する場合は、ＪＡの営農センターに相談しながら、賃貸借を進めていく。

 ５）　その他

　なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

　今後、新規で農地の貸借が出てきた場合は、農地中間管理機構の活用を検討する。

 ２）　基盤整備への取組方針

　昭和５０年代初めに地すべり関連圃場整備を実施済みであり、今後取り組む予定はない。

3/3


	01 針（過半）
	11 米増（過半）
	13 中之宮（過半）
	14 釜塚（過半）
	15 不動新田（過半）
	16 菰立（過半）
	17-18 下・西久々野（過半）
	19-20 上久々野・柄山（過半）
	21 猿供養寺（過半）
	22 東山寺（過半）
	23 機織（過半）
	27 国川（過半）
	33 栗沢（過半）
	35 下筒方（過半）
	38 達野（過半）

